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令和4年度からの県政運営の基礎となる新たな総合計画として、「埼玉県5か年計画 ～日本一暮

らしやすい埼玉へ～ 」を策定しました。

本県は、昨年150周年を迎えましたが、今、時代の大きな転換点に差し掛かっています。その中でも

最大の課題は、人類が経験したことのない超少子高齢社会への対応です。埼玉県の人口は今後減

少し、75歳以上の高齢者人口が全国で最も速いスピードで増加する見込みです。

医療・介護ニーズの増大や、地域の担い手不足などが懸念され、社会そのものの在り方の転換を

余儀なくされます。また、経済規模の縮小や働く世代への負担の増加が想定される中、20年以上も

の間、実現されなかった生産性の向上に向けた儲かる経済への転換が求められています。

また、最近では、豚熱や令和元年東日本台風、新型コロナウイルス感染症の感染拡大など本県が

経験したことのない危機に見舞われており、災害・危機管理対応も待ったなしです。

一方で、そうした危機が私たちの行動・意識・価値観に変化をもたらし、デジタル技術の活用を飛

躍的に拡大・浸透させるなど、新たな社会生活への変革が進む契機にもなっています。

このような時代の転換点にあたり、将来を見据え、埼玉県のあるべき姿の実現に向けた施策が不

可欠です。変化の激しい時代であればこそ、新たな価値観に対応し、2040年に向けた中長期的な視

点を持って、今から取り組まなければなりません。

今回策定した5か年計画は、私が知事に就任後、初めての総合計画として、今後進めるべき施策

を体系的に位置付け、未来に向けた私の思いを詰め込んだ計画です。私の目指す埼玉県の将来像

は、あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせる社会である「日本一暮らしやすい埼玉」

です。これは、SDGsの理念である「持続可能で誰一人取り残さない社会」につながります。

同時に、官民問わずさまざまな分野で変革を促すデジタル・トランスフォーメーションを実践してい

きます。今年をポストコロナ元年とし、この計画を基に、「ワンチーム埼玉」で先人が築き上げてきた

埼玉県をさらに成長させ、未来に引き継いでまいります。

大切なことは、計画を策定することではなく、そこで定められた各施策を真摯に実現していくことで

す。県民の皆さまのご協力を賜りますようお願い申し上げます。

令和４年３月

ごあいさつ

1



目  次 　 c o n t e n t s

第 1 編 総 論

1　はじめに

2　時代の潮流

3　埼玉県の目指す将来像 ～2040年を見据えて～

4　将来像の実現に向けた基本姿勢

5　計画を着実に実行する仕組み

（１）計画策定の趣旨

（２）計画の期間

（３）計画の構成

（４）計画の見直し

（１）人口減少と人口構造の変化

（２）経済と雇用の回復に向けて

（３）身近に迫る脅威

（４）カーボンニュートラルに向けた動き

（５）新たな社会への進展

（６）充実していく交通ネットワーク

① 埼玉版SDGsの推進

② 新たな社会に向けた変革

将来像１　安心・安全の追究 ～R
レ ジ リ エ ン ス

esilience～

将来像２　誰もが輝く社会 ～E
エ ン パ ワ ー メ ン ト

mpowerment～

将来像３　持続可能な成長 ～S
サ ス テ ナ ビ リ テ ィ

ustainability～

8

8

9

9

10

14

16

18

19

21

23

24

25

26

27

8

10

22

26

28

2



全 体 計 画第 2 編

1　全体計画の体系

2　12の針路と54の分野別施策
針路１ 災害・危機に強い埼玉の構築

針路３ 介護・医療体制の充実

針路2 県民の暮らしの安心確保

針路5 未来を創る子供たちの育成

針路4 子育てに希望が持てる社会の実現

危機管理・防災体制の再構築
大地震に備えたまちづくり
治水・治山対策の推進
感染症対策の強化 

地域で高齢者が安心して暮らせる社会づくり
介護人材の確保・定着対策の推進
地域医療体制の充実
医師・看護師確保対策の推進
医薬品などの適正使用の推進

防犯対策の推進と捜査活動の強化
交通安全対策の推進 
消費者被害の防止
食の安全・安心の確保
安全な水の安定供給と健全な水循環の推進
生活の安心支援 

確かな学力と自立する力の育成
豊かな心と健やかな体の育成
多様なニーズに対応した教育の推進
質の高い学校教育の推進
私学教育の振興
家庭・地域の教育力の向上 

きめ細かな少子化対策の推進
子育て支援の充実
児童虐待防止・社会的養育の充実

1
2
3
4

11
12
13
14
15

5
6
7
8
9
10

19
20
21
22
23
24

16
17
18

針路6 人生100年を見据えたシニア活躍の推進
生涯を通じた健康の確保
生涯にわたる学びの推進
高齢者の活躍支援 

25
26
27

36
38
40
42

46
47
48
49
50
52

76
78
80
82
84
86

56
58
60
62
64

68
70
72

90
92
94

32

34

34

44

54

66

88

74

3



3　将来像の実現に向けた基本姿勢（施策編）

針路7	 誰もが活躍し共に生きる社会の実現

針路9	 未来を見据えた社会基盤の創造

針路8	 支え合い魅力あふれる地域社会の構築

針路11	稼げる力の向上

針路10	豊かな自然と共生する社会の実現

就業支援と雇用環境の改善
女性の活躍推進と男女共同参画の推進
障害者の自立・生活支援
人権の尊重	

住み続けられるまちづくり
埼玉の価値を高める公共交通網の充実
埼玉の活力を高める道路ネットワークの構築	

多文化共生と国際交流のSAITAMAづくり
地域の魅力創造発信と観光振興
文化芸術の振興
スポーツの振興
デジタル技術を活用した県民の利便性の向上
多様な主体による地域社会づくり	

新たな産業の育成と企業誘致の推進
変化に向き合う中小企業・小規模事業者の支援
商業・サービス産業の育成
産業人材の確保・育成

みどりの保全と創出
恵み豊かな川との共生
生物多様性の保全
活力ある農山村の創造
資源の有効利用と廃棄物の適正処理の推進
地球環境に優しい社会づくり
公害のない安全な地域環境の確保	

28
29
30
31

38
39
40

32
33
34
35
36
37

48
49
50
51

41
42
43
44
45
46
47

針路12	儲かる農林業の推進
農業の担い手育成と生産基盤の強化
強みを生かした収益力ある農業の確立
林業の生産性向上と県産木材の利用拡大	

52
53
54

98
100
102
104

144
146
148
150

120
122
124

154
156
158

108
110
112
113
114
116

128
130
132
134
136
138
140

96

118

106

126

142

152

160

①	埼玉版SDGsの推進

②	新たな社会に向けた変革

160

168

4



参 考 資 料

南部地域

南西部地域

東部地域

さいたま地域

県央地域

川越比企地域

西部地域

利根地域

北部地域

秩父地域

施策指標一覧

「埼玉県5か年計画」策定の経緯

1　地域区分の考え方

2　3ゾーンの特性と課題

3　10地域区分

第 3 編 地 域 別 施 策

178

184

190

196

202

208

214

220

226

232

240

250

174

176

178

5



6



総論
第 編1

これからも伸びていく埼玉の多彩な未来＝「無限」へのつながり。
カラフルでゆるやかなカーブは「無限」の形だけでなく、埼玉の「S」を表しています。
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本県は、今後5年間で大きな転換点を迎えます。
戦後一貫して増加を続けてきた本県の人口が間もなく減少に転じるとともに、令和12年（2030年）にか

けて、全国で最も速いスピードで後期高齢者が増加すると見込まれています。
台風などの激甚化・頻発化する災害や、新型コロナウイルス感染症の拡大が未曽有の危機をもたらす一

方で、そうした危機への対応がデジタル技術の活用を飛躍的に拡大・浸透させ、新たな社会生活への変革
が進む契機ともなっています。

東京2020オリンピック・パラリンピック*の開催は、更なるスポーツの振興とともに、多文化交流や国際
協調の進展など、次代へ引き継ぐべき様々なレガシー*を創出するチャンスへつながっています。

こうした時代の転換点に立つ本県が新たなスタートダッシュを切れるよう、県政運営の基礎となる「埼玉
県5か年計画 〜日本一暮らしやすい埼玉へ〜 」を策定し、目指すべき将来像と今後5年間に取り組むべき
施策を明らかにします。 

令和4年度（2022年度）から令和8年度（2026年度）までの5か年計画です。 

1 はじめに

*東京2020オリンピック・パラリンピック：2021年夏季に開催されたオリンピック・パラリンピック大会。オリンピックは2021年7月23日〜8月8日の日
程で、パラリンピックは2021年8月24日〜9月5日の日程で開催された。埼玉県でもオリンピック4競技（バスケットボール、サッカー、ゴルフ、射撃）とパ
ラリンピック1競技（射撃）が開催された。
*レガシー：英語で「遺産」を意味する言葉。IOCが策定したOlympic Legacy and Impactsでは、オリンピックの開催を契機として社会にもたらさ
れ、その後持続する「長期にわたる、特にポジティブな影響」のことを「オリンピック・レガシー」と定義しており、オリンピック・レガシーの分野とし
てスポーツ、社会、環境、都市、経済の5分野を挙げている。

（1）計画策定の趣旨

（2）計画の期間
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この計画は、5年後に目指す到達点を県民と共有する観点から、策定時の目標は原則として計画期間中
維持するものとし、その達成に努めていきます。

一方で、本計画期間中に最終目標値を達成したり、法令や制度が改正されたことなどによって、目標設
定を見直す必要が生じる場合も考えられます。そこで、計画の実効性を担保するため、中間年度を目途に計
画の見直しを行う「ローリング」を実施します。

なお、社会経済情勢の著しい変化や制度の大幅な変更が生じた場合などには、必要に応じて計画の変
更を行います。

（3）計画の構成

第1編 総論 

1 はじめに 計画策定の趣旨、期間、構成、見直しについて記載します。 

2 時代の潮流 今後5年間の取組を進めるに当たり、本県が置かれている社会経済情勢や時
代の流れを示します。

3 埼玉県の目指す将来像 埼玉県の進むべき針路を明らかにするため、2030年や、その先の2040年を
見据えて3つの将来像を示します。

4 将来像の実現に向けた
　基本姿勢 

将来像を実現するに当たって特に重要な鍵となる、全ての施策を貫く基本姿
勢を示します。

5 計画を着実に実行する
　仕組み 計画策定による効果が最大限に発揮されるように、必要な仕組みを示します。 

第2編 全体計画 

第3編 地域別施策

1 全体計画の体系 「3つの将来像」を実現させるための「12の針路」、各針路に沿って進める
「54の分野別施策」の関係を体系的に示します。

2 12の針路と
　54の分野別施策 

将来像の実現に向けて、時代の潮流に的確に対応するための方向性を、政策
分野ごとに「12の針路」として示します。 
その上で、針路ごとに取り組むべき施策を「分野別施策」として示し、計54の
施策全てに達成すべき数値目標（施策指標）を設定します。

3 将来像の実現に向けた
　基本姿勢（施策編）

「第1編 総論」の「4 将来像の実現に向けた基本姿勢」について、施策への反
映状況を示します。 

 各地域の特性を踏まえて取り組む施策について、10地域区分ごとに示します。 

（4）計画の見直し
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2 時代の潮流

（1）人口減少と人口構造の変化

　今後5年間の取組を進めるには、2030年、2040年に向けた中長期的な潮流を展望し、目
指すべき将来像を的確に示すことが重要です。そこで、本県が置かれている社会経済情勢や
時代の流れをまとめました。

① 将来人口の見通し
　

我が国の人口は、国勢調査が開始された大正9年（1920年）から平成22年（2010年）まで増加を続け
てきましたが、平成27年（2015年）には減少に転じ、人口減少社会に突入しました。

本県の人口は、国勢調査の開始から令和2年（2020年）まで一貫して増加してきました。近年の人口変
動の状況は、平成24年（2012年）に死亡数が出生数を上回る自然減に転じていますが、転入数が転出数
を上回る社会増の影響で人口は緩やかな増加を続けています。

今後、自然減が社会増を上回ることで、人口減少に転じ、令和12年（2030年）には約720万人となり、そ
して令和22年（2040年）には700万人を下回ることが予想されます。

平成27年までは「国勢調査」（総務省）、令和2年以降は埼玉県推計
（国勢調査の人口総数には、年齢「不詳」を含むため、年齢３区分別人口の合計とは一致しない。

なお、端数処理の関係で年齢３区分別の合計と人口総数が一致しない場合もある。）

本県の将来人口の見 通し（年齢3区分別） 

推計→65歳～15～64歳0～14歳
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② 肩車型社会の到来
　

本県の65歳以上の高齢者は、令和12年（2030年）には約206万人、令和22年（2040年）には約230万
人まで増加し、県民の3人に1人が高齢者となる見込みです。

また、本県の75歳以上の後期高齢者は、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、いわゆる団塊
世代の高齢化に伴い、平成27年（2015年）から令和12年（2030年）までの15年間で約1.6倍の約128万人
に増加すると見込まれています。

この間の後期高齢者の増加率は全国で最も高く、社会に与える影響の大きさなどを考えると、異次元の
高齢化とも呼べる状況を迎えています。

一方で、15歳から64歳までの生産年齢人口は、平成12年（2000年）の約501万人をピークに減少が続
き、令和12年（2030年）には約433万人、令和22年（2040年）には約380万人まで減少する見通しです。本
県の人口に占める生産年齢人口の割合が約55%まで低下し、現役世代1人が高齢者1人を支える「肩車型
社会」に迫ることが予測されています。
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33 44
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125 123 124

推計→

平成27年までは「国勢調査」（総務省）、令和2年以降は埼玉県推計
構成比は、人口総数から年齢「不詳」を除いて算出。

本県の後 期高齢 者（75歳以上）人口の推移

17.5 17.5 18.1
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③ 外国人との共生
　
グローバル社会の進展により、令和元年末（2019年末）の我が国における在留外国人数は、約293万
3,000人となり過去最高となりました。しかし、新型コロナウイルス感染症が世界的に流行する中で、令和
2年末（2020年末）には約288万7,000人となり、前年に比べ約4万6,000人減少となりました。
一方で、本県における令和2年末（2020年末）の在留外国人数は、令和元年末（2019年末）に比べ約
2,200人増加の約19万8,000人となりました。増加率は鈍化したものの過去最高となり、県人口に占める
割合は約2.7%となっています。また、令和2年度（2020年度）の県内の外国人児童生徒数（小・中学校）
は約8,500人となり、過去10年間で約2.3倍に増加しています。
今後、少子高齢化により本県の日本人人口が減少し、このまま外国人人口の増加傾向が続いた場合に
は、本県の人口に占める割合が高まり、外国人と共生していく社会づくりが更に重要となります。
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（2）経済と雇用の回復に向けて

① 経済の動き
　

平成20年（2008年）9月のリーマン・ショックに端を発した世界同時不況や、平成23年（2011年）3月に
発生した東日本大震災などの影響により、我が国の経済を取り巻く環境は厳しい状況が続きました。

そうした中、製造・サービスなどの幅広い業種の事業所が集積し、産業の多様性に富む本県は、景気の
落ち込みが比較的緩やかであり、平成29年度（2017年度）までの10年間における県内総生産の増加額は
名目、実質ともに全国3位となりました。

また、充実した広域道路網や鉄道網を有し、交通の要衝としての優位性を持つ本県には、県外から数多
くの企業が転入し、令和2年（2020年）までの10年間の企業（本社）転入超過数は全国1位となりました。

しかし、令和2年（2020年）には、新型コロナウイルス感染症の世界的流行による未曽有の経済停滞にさ
らされました。

国際通貨基金（IMF）が令和3年（2021年）7月に公表した、世界経済見通し（WEO）改訂見通しでは、
令和2年（2020年）の世界経済成長率は3.2%のマイナス成長で、リーマン・ショック後の平成21年（2009
年）を超える落ち込みとなり、我が国及び本県の経済も大きな影響を受けました。

今後、本県の持つ優位性を更に生かし、停滞した経済を回復させるとともに、ポストコロナ*を見据えた
経済構造、成長モデルへの転換を進めていくことが課題となっています。

*ポストコロナ：世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大を境に価値観や行動様式の転換が起き、社会に定着する期間。
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② 雇用の動き
　

本県の有効求人倍率は、平成21年度（2009年度）から平成30年度（2018年度）にかけて上昇を続け、
雇用情勢は着実に改善が進んでいました。

一方、企業においては、業種や職種により人手不足が進み、経営への大きな影響が生じるとともに、少子
高齢化による労働力人口の減少という長期的な課題への対応が求められてきました。

しかし、令和2年（2020年）に入ると新型コロナウイルス感染症の影響により、経済活動は停滞し、県内
の有効求人倍率は低下するとともに、完全失業率は上昇し、完全失業者数も増加しました。

今後、人口減少・少子高齢化により労働力人口が減少する中にあっても、停滞した経済を回復させるとと
もに、持続的な成長や雇用を実現することが課題となっています。 
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（3）身近に迫る脅威

① 激甚化・頻発化する自然災害
　

平成23年（2011年）3月11日に発生した東日本大震災から10年が経過しました。
被災地の復興は着実に進展しているものの、令和3年（2021年）8月時点で約2,900人が本県で避難生

活を送っており、大震災による影響は本県でも続いています。
また、マグニチュード7クラスの首都直下地震が、今後30年以内に約70%の確率で発生し、本県においても

大きな被害が生じることが予測されています。
さらに今後、地球温暖化に伴う気候変動により、自然災害は更に激甚化・頻発化することも予想されてい

ます。令和元年東日本台風の影響により記録的な大雨となり、本県においても死者4人、負傷者33人、住家
被害7,000棟以上など甚大な被害が生じました。

これまでの災害の記憶を風化させることなく、そこで得た経験や教訓などを本県の将来の防災に生かし、災
害に備えた取組を進めていく必要があります。

新江川堤防決壊及び周辺状況（東松山市）（写真提供：(株)パスコ/国際航業(株)）

令和元年東日本台風による地滑りの状況（秩父市）
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② 新たな脅威
　
令和元年（2019年）には国内で26年ぶりに豚熱が発生し、県内においても感染が確認され畜産業への
影響が生じました。
今後、グローバル化の進展により、アフリカ豚熱*をはじめとした越境性動物疾病*などへの備えも一層
求められます。
令和2年（2020年）の年明けからは、顕在化した新型コロナウイルス感染症が世界を席巻しました。
この未知の感染症の世界的流行は、生活様式、教育・医療・交通等の公共サービス、産業分野における
サプライチェーン*をはじめとした、私たちの日常と経済社会活動の在り方そのものに多大な影響を与えま
した。
また、社会のデジタル化の進展により、私たちの生活はより便利で豊かになる一方で、サイバー攻撃*の脅
威も増しており、サイバーセキュリティ*を確保する必要があります。
新たな脅威に対しては想像力を働かせて対処していくとともに、ポストコロナ*社会を見据えたデジタル人
材の育成や技術開発などが求められています。

*アフリカ豚熱：アフリカ豚熱ウイルスの感染による豚、いのししの急性熱性伝染病。治療法や予防法がなく、その病原性の高さから、発生すると長
期にわたり畜産業の生産性を低下させ、畜産物の安定供給を脅かし、地域社会及び地域経済に深刻な打撃を与えるおそれがある。家畜伝染病予防
法に基づき、発生農場の豚は全て殺処分。

*越境性動物疾病：国境を越えてまん延し、発生国の経済、貿易及び食料の安全保障に関わる重要性を持ち、その防疫には多国間の協力が必要とな
る疾病。

*サプライチェーン：製品の原材料・部品の調達から、製造、在庫管理、配送、販売、消費までの全体の一連の流れ。
*サイバー攻撃：コンピュータ・ネットワークにつながれたシステムなどへの不正侵入や改ざん等の行為。政治的、社会的理由に基づき、社会に混乱を
もたらしたり、国家の安全保障を脅かしたりすることを目的とする破壊活動は、特にサイバーテロともいう。

*サイバーセキュリティ：電磁気的方式により記録され、又は発信され、伝送され、若しくは受信される情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の当
該情報の安全管理のために必要な措置並びに情報システム及び情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保のために必要な措置が講じられ、そ
の状態が適切に維持管理されていること。

*ポストコロナ：世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大を境に価値観や行動様式の転換が起き、社会に定着する期間。
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（4）カーボンニュートラルに向けた動き

令和3年（2021年）8月に公表された、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）*の「第6次評価報告書
第Ⅰ作業部会報告書」では、世界の平均気温は産業革命前より既に約1℃上昇しており、今後20年のうちに
1.5℃上昇に達する可能性があると指摘しています。平均気温の上昇により、熱波や干ばつ、ゲリラ豪雨な
どのリスクが高まり、気象災害、生態系など、様々な分野で悪影響の増大が懸念されています。

平成27年（2015年）12月開催の国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）で採択された「パ
リ協定」において、今世紀後半に温室効果ガスの排出量と吸収源による除去量との間の均衡（世界全体で
のカーボンニュートラル*）の達成を目指すことなどが定められました。

我が国においても、令和2年（2020年）10月に「2050年カーボンニュートラル」を宣言し、その実現の鍵
となるのは、次世代型太陽電池*やカーボンリサイクル*をはじめとした革新的なイノベーション*であるとさ

れました。
カーボンニュートラルに向けた動きが加速する中で、企業においては、使用するエネルギーを再生可能

エネルギー*で100%賄う、いわゆるRE100*の取組に参加するなど、脱炭素経営に向けた取組が本格的に
始まっています。国際的にもESG投資*の流れが進んでいることもあり、環境に配慮した取組を行う企業が
選択される時代になりつつあります。

カーボンニュートラルへの対応を、経済成長の制約やコストではなく、産業構造の転換と力強い成長を
生み出す機会と捉える動きが加速しています。

*気候変動に関する政府間パネル（IPCC）：IPCCはIntergovernmental Panel on Climate Changeの略。1988年に国連環境計画と世界気象機
関により設立された組織。気候変動に関し、最新の科学的知見等の評価を行う。
*カーボンニュートラル：人間活動を発生源とする温室効果ガス排出量と吸収源等による除去量が均衡する（実質的な排出量がゼロとなる）こと。
*次世代型太陽電池：高い発電効率や軽量性、柔軟性等、現行の太陽電池を超える性能を有する太陽電池。
*カーボンリサイクル：CO2(二酸化炭素)を炭素資源と捉えて再利用すること。
*イノベーション：新しいものを生産する、あるいは既存のものを新しい方法で生産すること。創造的活動による新製品開発、新生産方法の導入、新
マーケットの開拓、組織の改革等が挙げられる。
*再生可能エネルギー：太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマス等、永続的に利用することができるエネルギーの総称。
*RE100：Renewable Energy 100%の略。企業等が自らの事業活動の使用電力を100%再生可能エネルギーで賄うことを目指す国際的な取組。
*ESG投資：従来の財務情報だけでなく、環境（Environment）・社会（Social）・ガバナンス（Governance）要素も考慮した投資。

出典：環境省 脱炭素ポータル（https://ondankataisaku.env.go.jp/carbon_neutral/）

カーボンニュートラルのイメージ
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（5）新たな社会への進展

我が国、そして世界を取り巻く環境は大きな変革期にあると言えます。
経済発展が進む一方で、解決すべき社会的課題は複雑化しており、増大する社会保障費の抑制や持続

可能な産業化の推進、温室効果ガス排出の削減などの対策が必要になっています。
我が国では、IoT*、ロボット、人工知能（AI*)、ビッグデータ*といった新たな技術をあらゆる産業や社

会生活に取り入れ、経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会であるSociety5.0*が、平成
28年（2016年）に策定された第5期科学技術基本計画において目指すべき社会の姿として初めて提唱さ
れました。

しかし、その前提となるデジタル化について社会実装が途上となっていましたが、新型コロナウイルス感
染症の世界的流行により、私たちのデジタル化への意識が一変しました。

私たちの身近な生活においても、電子マネーや非接触決済ツールの活用などによる商習慣の変化や、テ
レワーク*やオンラインコミュニケーションツールの活用による働き方の変化などが進んできました。

これを機にデジタル技術の徹底的な活用やデジタルインフラなどの戦略的な構築を進め、そこに新しい
価値を生み出す変革、すなわちデジタルトランスフォーメーション（DX）*が求められています。

社会全体のDXの実現は、産業構造や働き方・暮らし方などに大きな変革をもたらし、社会に対する様々
な課題を解決するとともに、生活をより便利で、豊かに変える大きな可能性を秘めています。

*IoT：Internet of Things（モノのインターネット）の略。あらゆるモノがインターネットにつながっている状況、あるいはその技術。例えば、家庭で
はテレビやエアコンなどの家電製品がインターネットにつながることで外出先から操作が可能となる。また、生産現場では産業機械がインターネッ
トにつながることで全体管理が可能となり、生産の効率化などが期待されている。
*AI：Artificial Intelligenceの略。人工的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び当該機能の活用に関する技術。
*ビッグデータ：ICTの進展により、生成・収集・蓄積等が可能かつ容易となった多性多量のデータの概念。近年、IoTやセンサー技術等の発達により
大量に生み出されているデータ（ビッグデータ）を収集・分析することができるようになってきた。単独では一見価値を生み出さないようなデータで
も大量に集めて分析することで、新たな知見を得られることがあり、ビッグデータ活用の取組が盛んになってきている。
*Society5.0：①狩猟社会、②農耕社会、③工業社会、④情報社会に続く、人類史上5番目の新しい社会で、サイバー空間(仮想空間)とフィジカル空
間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心社会。
*テレワーク：Tele（離れて）とWork（仕事）を組み合わせた造語。情報通信技術を活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。
*デジタルトランスフォーメーション（DX）：デジタル（Digital）と変革を意味するトランスフォーメーション（Transformation）により作られた造
語。様々なモノやサービスがデジタル化により便利になったり効率化され、その結果デジタル技術が社会に浸透することで、それまでには実現でき
なかった新たなサービスや価値が生まれる社会やサービスの変革を意味する。

デジタル技術

IoT

自動運転

A I

キャッシュレス決済

ブロックチェーン

C l o u d

ドローン

5G
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埼玉県では、社会全体のDXを実現するため、令和3年3月に基本的な方針や施策を定める「埼玉
県デジタルトランスフォーメーション推進計画」を策定しました。

また、本計画に基づき策定した「DXビジョン・ロードマップ」を令和4年1月に公開しました。
DXビジョンでは、幅広い対象や分野に対して、13の将来像を明確化し、また、それぞれのビジョ

ンが実現した姿として、201の将来像の具体例をビジョン事例として設定しました。
ロードマップでは、DXビジョンの実現に向けて、今やるべきことをバックキャスティング し、直

近3年間の具体的工程を示しています。
本計画及びDXビジョン・ロードマップに基づき、社会全体のDXの実現による快適で豊かな真

に暮らしやすい新しい埼玉県への変革を目指していきます。

DXビジョン・ロードマップ
詳細　ht tps: / /w w w.pref.sa i tama. lg. jp/a0104 /a i /dxv is ionroadmap.html

社 会 全 体 の DXの 実 現 に向け て

 バックキャスティング：あるべき姿を描いた上で、その実現のために何をすべきかを考える思考方法。
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（6）充実していく交通ネットワーク

首都圏中央連絡自動車道（圏央道）の整備の進展により、都心から放射状に延びる高速道路との接続
も進んできました。
今後、東京外かく環状道路（外環道）の東京都区間や圏央道の全線開通などにより、近隣都県の港湾
等との結節が強化され、国内外とつながる交通の要衝として本県の優位性は更に向上します。
県内においても、高速道路などと一体となって機能する新大宮上尾道路や東埼玉道路の自動車専用部
の一部区間が事業化され、南北方向の道路ネットワークの強化が進んできています。今後、東西方向の
道路ネットワークを強化することで、利便性が一層高まることが期待されます。
また、東日本の玄関口である大宮駅には、東北、山形、秋田、上越、北陸、北海道新幹線が乗り入れ
ており、東日本全体を結ぶ高速鉄道網が形成されています。
このような優れた広域交通ネットワークを最大限に生かすことで、企業活動や物流・観光など様々な分
野で本県の活性化が可能となります。

本県の広域交 通ネットワーク

中部国際空港

東 　 名

中 央 道

常 磐 道

東 北 道

北 海 道

秋  田

山  形

東  北

上  越

東 海 道

北 陸

関 越 道

上信越道

羽田空港

茨城空港

新潟空港

仙台空港

成田国際空港

圏 央 道

1 0 0 k m
京 都

大阪

名古屋

埼玉県

高速道路
新幹線

空港

港湾

21

第
２
編

第
３
編

第
１
編

総
論

時
代
の
潮
流

2



3 埼玉県の目指す将来像
　　〜2040年を見据えて〜
2040年には日本の高齢者人口がピークとなり、現役世代1人が高齢者1人を支える肩車型

社会に迫るなど、「2040年問題」と呼ばれる高い峰を迎えます。
これまで進めてきた取組を深化させつつ新たな価値観にも対応し、SDGs*の達成年限であ

る2030年や、その先の2040年を見据えて3つの将来像を目指します。

日
本
一
暮
ら
し
や
す
い
埼
玉
へ

*SDGs：Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。2015年9月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能
な開発のための2030アジェンダ」に記載された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲットから構
成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。

*再生可能エネルギー：太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマス等、永続的に利用することができるエネルギーの総称。

レジリエンスには、「弾力性」や「しなやかに適応できる力」など
の意味があります。本県では、危機や想定外の事態を柔軟に受け
止めて、それを反発する力に変え、成長・発展につなげます。また、
困難な状況や変化にしなやかに適応できる力を高めます。これら
を実行していくことで、「安心・安全」な埼玉を追究していきます。

安心・安 全 の 追 究  〜 R
レ ジ リ エ ン ス

esilience 〜将来像
1

エンパワーメントには、「力をつけさせること」や「力を湧き出させる
こと」などの意味があります。本県では、子供や女性、高齢者、障害
者など誰もが意欲と能力に応じて生き生きと活躍していくために、
各人の持つ可能性を信じて、それぞれが潜在能力を最大限発揮で
きるよう支援します。また、各地域の魅力を湧き出させることで、県
内外から人を引き付け本県の活性化につなげます。これらを実行し
ていくことで、全ての人、地域が持てる力を発揮し、「誰もが輝く社
会」を実現していきます。

誰もが 輝く社 会  〜 E
エ ン パ ワ ー メ ン ト

mpowerment 〜将来像
2

サステナビリティには、「持続可能性」や「持続することができる」な
どの意味があります。本県では、暮らしやすく住み続けられるまちづ
くりを進めるとともに、持続的な経済成長や雇用創出を図ります。ま
た、脱炭素社会に向けた再生可能エネルギー*の普及拡大や分散型
エネルギーの利活用などに取り組みます。これらを実行していくこと
で、経済成長と豊かな自然との共生を両立させ、「持続可能な成長」
を実現していきます。

持 続 可 能 な 成 長  〜 S
サ ス テ ナ ビ リ テ ィ

ustainability 〜将来像
3
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危機や災害ごとのシナリオ作成や訓練の実施などを通じて、危機管理・防災体制が再構築され、あら
ゆる危機がいつ、どこで起きても被害を最小限に抑えられる社会を目指します。

警察・行政の対応力が強化され、犯罪や事故の発生が抑えられるとともに、県民のあらゆる生活ニーズ
へ支援が行き届き、誰もが不安を感じることなく暮らすことのできる社会を目指します。

医療・介護などのサービスが必要に応じてきめ細かく提供される体制が整うとともに、地域の見守り体
制が強化されることで、高齢者が住み慣れた地域で安心して自分らしい生活を送ることができる社会を
目指します。 

切迫する巨大地震や、台風・豪雨などの激甚化・頻発化する災害、テロや新興感染症など、あらゆる
危機の発生を想定し、備える必要があります。
グローバル化やデジタル技術の進展による犯罪の多様化・高度化、縦割り行政では対応困難な生活
支援ニーズの増加など、生活全般での新たな課題が生じます。
急速な高齢化により医療・介護ニーズへの対応強化が求められるとともに、高齢単身世帯の増加に
備え、社会からの孤立を防ぐ地域づくりが重要になります。

2040年の課題

目 指 すべ き 将 来 像

将 来 像  1  ●  安心・安 全 の 追 究  〜R
レ ジ リ エ ン ス

esilience 〜
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将 来 像  2  ●  誰もが 輝く社 会  〜 E
エ ン パ ワ ー メ ン ト
mpowerment 〜

*ポストコロナ：世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大を境に価値観や行動様式の転換が起き、社会に定着する期間。
*超スマート社会：サイバー空間とフィジカル（現実）空間を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の
社会。

*性的マイノリティ：同性愛者・両性愛者・出生時に割り当てられた性別と自認する性別が一致しない人などのこと。性的少数者、セクシュアルマイノ
リティともいう。

*LGBTQ：レズビアン（女性同性愛者）、ゲイ（男性同性愛者）、バイセクシュアル（両性愛者）、トランスジェンダー（出生時に割り当てられた性別と
自認する性別が異なる人）、クエスチョニング（性のあり方を決めていない、決められない等の人）など、性的マイノリティを表す総称の一つ。

*関係人口：移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様に関わる人々。

ポストコロナ*における新たな価値観やライフスタイル、グローバル化の進展や超スマート社会*の
到来などにより、子育て・教育ニーズの更なる多様化が見込まれます。

誰もがお互いを尊重し、共に生きる社会づくりを進めるために、男女共同参画の推進や性的マイノリ
ティ*（LGBTQ*など）に関する理解増進などに向けた取組を進める必要があります。また、生産年齢
人口の大きな減少により労働力不足の深刻化が指摘されています。そのような中で、高齢者や女性な
ど年齢・性別を問わず誰もが意欲と能力に応じて活躍できる環境づくりが重要になります。

人口減少により地域の担い手不足や活力低下が指摘されています。そのような中で、外国人を含む多
様な主体・世代の共生を進めるとともに、流動性を高めて関係人口*などを増やし、活性化していくこ
とが重要になります。

あらゆる子育てニーズが満たされるとともに、子供たちの学力に加えEQ*の向上や国際交流が進み、
変化の激しい時代にあっても力強くグローバルに活躍できる人材が育つ社会を目指します。
人生100年時代*に備え、いつまでも健康に、いつでも学べる環境が整うとともに、ポストコロナの新し
い働き方やグローバル化に対応した職場や地域が増え、全ての県民が互いの人権を尊重し、高齢者や女
性など誰もが意欲と能力に応じて生き生きと活躍できる社会を目指します。
交流や活動の活発化、デジタル技術による利便性の向上など、誰もが参画しやすい地域づくりが進む
とともに、文化芸術やスポーツ、観光などがより多彩になり、県内外から人を引き付ける魅力あふれる社
会を目指します。

2040年の課題

目 指 すべ き 将 来 像
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コンパクト・スマート・レジリエントの要素を含む持続可能なまちづくりが進むとともに、公共交通の安
全性、利便性が向上し、誰もが安心して円滑に移動できる社会を目指します。

再生可能エネルギー*の普及拡大や分散型エネルギーの利活用などによって脱炭素社会へ近づくとと
もに、水やみどりを守り育む県民や企業が増え、豊かな自然に人が集まり、にぎわう社会を目指します。

デジタル技術などを活用した新たな産業の育成や中小企業・農林業者の生産性の向上などが進み、ス
マート化の進展による持続的な経済成長や雇用が実現する社会を目指します。 

*EQ：Emotional Intelligence Quotientの略。知能指数であるIQに対し、「こころの知能指数」と呼ばれる。主に、挫折しても頑張れる能力、衝動
をコントロールできる能力、他人に共感できる能力などを指す。

*人生100年時代：ロンドン・ビジネス・スクールの教授が著書の中で提唱した言葉。寿命の長期化によって先進国の2007年（平成19年）生まれの2
人に1人が103歳まで生きる「人生100年時代」が到来するとされている。

*都市のスポンジ化：人口減少、核家族化などを背景に、まちなかにスポンジの穴のように空き家、空き地等が、小さな敷地単位で、時間的・空間的
にランダムに、相当程度の分量で発生する現象。

*再生可能エネルギー：太陽光、太陽熱、風力、水力、地熱、バイオマス等、永続的に利用することができるエネルギーの総称。

将 来 像  3  ●  持 続 可 能 な 成 長  〜S
サ ス テ ナ ビ リ テ ィ
ustainability 〜

人口減少と高齢化の進行によってコミュニティが変化し、高齢者の孤立、交通難民の増加、都市のス
ポンジ化*などに拍車がかかることが見込まれます。

環境面では更なる気温上昇による災害・異常気象の頻発など、気候変動の様々な影響が予測されて
います。

産業においては人手不足の深刻化による経済規模の縮小が見込まれ、農業においては従事者の減
少・高齢化の進行により競争力や持続性が低下するおそれがあります。 

2040年の課題

目 指 すべ き 将 来 像
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4 将来像の実現に向けた基本姿勢
　2040年を見据えて、次の2点を計画の基本姿
勢として掲げ、全施策を貫く横断的な視点として
反映します。

① 埼玉版SDGsの推進
　

本県が目指す「日本一暮らしやすい埼玉」とは、「あらゆる人に居場所があり、活躍でき、安心して暮らせ
る社会」です。

これは、「誰一人取り残さない」ことを掲げるSDGs*の基本理念に通じるものです。
SDGsとは、平成27年（2015年）の国連サミットにおいて加盟国（193か国）の全会一致で採択された

「持続可能な開発のための2030アジェンダ」に掲げられた、誰一人取り残すことのない持続可能な世界
を2030年までに実現するための国際目標です。

SDGsの達成に向けては、一つの分野だけでなく、経済、社会、環境の三側面全てをバランス良く達成し
ていく「三方よし」を意識することが重要です。

そのため、本県では各分野の所管部局が個別に施策を進めるのではなく、部局横断的に全庁が一丸と
なってSDGsの視点で施策の展開を図ります。

また、行政だけでなく県民、企業など民間主体も巻き込んで、SDGsの理念を広く浸透させるとともに好
事例を横展開するなど、全県的な推進体制を構築します。

誰一人取り残さない「日本一暮らしやすい埼玉」の実現を目指し、全施策にSDGsの基本理念やゴールを
リンクさせ、「ワンチーム埼玉」で推進していきます。

*SDGs：Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。2015年9月の国連サミットで加盟国の全会一致で採択された「持続可能
な開発のための2030アジェンダ」に記載された、2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標。17のゴール・169のターゲットから構
成され、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っている。

持続可能な世界を実現するための１７のゴール 目標1

目標5

目標9

目標13

目標17

目標3

目標7

目標11

目標15

目標2

目標6

目標10

目標14

目標4

目標8

目標12

目標16

貧困をなくそう

飢餓をゼロに

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

ジェンダー平等を実現しよう

安全な水とトイレを世界中に

エネルギーをみんなにそしてクリーンに

働きがいも経済成長も

産業と技術革新の基盤をつくろう

人や国の不平等をなくそう

住み続けられるまちづくりを

つくる責任つかう責任

気候変動に具体的な対策を

海の豊かさを守ろう

陸の豊かさも守ろう

平和と公正をすべての人に

パートナーシップで目標を達成しよう

26

日 本 一 暮 ら し や す い 埼 玉 へ ｜  第 1 編  総論

将
来
像
の
実
現
に
向
け
た
基
本
姿
勢

4



② 新たな社会に向けた変革
　
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う影響は、私たちの生活から企業・行政の在り方まで、多方面に
波及しました。
感染防止のため、あらゆる場面で非対面・非接触のニーズが高まるとともに、地方への移住に関心を持
つ人や、家族をより大切に思う人が増えるなど、人々 の行動・意識・価値観にまで変化が生じています。
これらの変化は社会に新しい生活様式をもたらしました。
中でも、テレワーク*やオンラインサービスをはじめとする新しい働き方・暮らし方は、より多様で柔軟な
生き方の実現につながっており、感染症が収束したポストコロナ*においても更なる定着・加速が求められ
ています。
そして、こうした新しい社会を実現する鍵となったのが、デジタル技術の進展です。
社会全体で更なるデジタル化が進み、デジタル技術が浸透すれば、これまでアナログではできなかった
新しいサービスや価値が生み出される「デジタルトランスフォーメーション（DX）*」が実現し、様々な社会
課題の解決も期待できます。
これらを踏まえ、新しい働き方や暮らし方の定着・加速に向けた支援を進めるとともに、企業や行政の
デジタル化を前提とした社会全体のDXの実現を目指します。
この基本姿勢を全ての施策に反映することにより、ポストコロナの新たな社会をより快適で豊かな、真
に暮らしやすいものに変革していくことを目指します。

*テレワーク：Tele（離れて）とWork（仕事）を組み合わせた造語。情報通信技術を活用した時間や場所を有効に活用できる柔軟な働き方。
*ポストコロナ：世界的な新型コロナウイルス感染症の拡大を境に価値観や行動様式の転換が起き、社会に定着する期間。
*デジタルトランスフォーメーション（DX）：デジタル（Digital）と変革を意味するトランスフォーメーション（Transformation）により作られた造
語。様々なモノやサービスがデジタル化により便利になったり効率化され、その結果デジタル技術が社会に浸透することで、それまでには実現でき
なかった新たなサービスや価値が生まれる社会やサービスの変革を意味する。

コンパクトシティの実現

マイナンバーカードの普及

生活の利便性向上

災害への対応

自動化による
人手不足解消

５G

IoT

観光・
インバウンド促進

企業誘致

テレワーク

行政のデジタル化

働き方改革働き方改革

サービス
高度化
サービス
高度化

生産性向上生産性向上
ビジネス創出ビジネス創出

業務効率化業務効率化

事業者サービス
の変革

県民サービス
の変革

行政事務
の変革

社会全体のDXの実現による
快適で豊かな真に暮らしやすい
新しい埼玉県への変革

例）ドローン

デジタル申請

ブロックチェーン

Cloud

AIチャット

キャッシュレス決済

例）自動運転

これまでの
社会課題

大規模地震等の災害大規模地震等の災害

急激な人口減少・少子化急激な人口減少・少子化

デジタル技術の進化による産業・社会変化デジタル技術の進化による産業・社会変化

デジタル技術 社会への浸透

高齢化高齢化

日本一暮らしやすい
埼玉

DXで

新型ウイルス新型ウイルス

デジタルトランスフォーメーション
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5 計画を着実に実行する仕組み
　計画策定による効果が最大限に発揮されるよう、この計画を着実に実行するための仕組み
を整えて、各施策に取り組みます。

① 合理的根拠に基づく施策立案
　

厳しい財政状況と今後見込まれる人口減少により、本県の行政運営における財源・人的資源には限りが
あります。

その中で、より効果的・効率的に施策を展開するためには、客観的データなどのファクト（事実）を積み
重ねて現状を正しく把握・分析し、得られたエビデンス（合理的根拠）に基づいて施策立案を行うことが
重要です。

こうした手法（EBPM*）を用いることで、施策の有効性を高めるとともに、県民の行政への更なる信頼
確保を図っていきます。

一方で、データには表れにくい現場の声を施策立案に生かすことも大切です。
知事をはじめとした職員が、現場への訪問などを行い、県民や企業の皆様から積極的に御意見を伺い

ます。

*EBPM：Evidence-based Policy Makingの略。客観的なデータ（エビデンス）に基づく政策立案。

② 施策評価
　

「第2編 全体計画」における54の分野別施策ごとに、県が達成すべき目標（施策内容）を示すとともに、
その達成水準を分かりやすく、かつ客観的に示すため、数値目標（施策指標）を設定します。

この数値目標を含めて各施策の進捗状況を毎年度公表し説明責任を果たすとともに、その評価結果を
踏まえ施策の進め方について必要な見直しを行い、翌年度の予算・組織や事業の実施方法に反映する
PDCAサイクルに基づき計画を着実に進めます。また、県民の皆様の満足度などを把握し、県政を含む県
民生活全般の向上に視点を置いた施策評価を行います。

さらに、計画の実現に向け組織が緊密な連携の下、一丸となって取り組むため、計画に掲げる目標を踏
まえた部局及び課所の数値目標を毎年度定め、実現までの過程を明らかにし、達成責任を果たします。

そして、これらを職員一人一人の年度目標とひも付けることにより、組織全体で目標を共有し、事業の効
果的な推進を実現します。

なお、計画の見直しに伴い目標が変更になった場合には、部局、課所及び職員の目標も見直しを行います。

客観的データなどの
ファクト（事実）に基づく

現状・課題の分析

理想とする将来像の設定
将来像と現状・ファクト
とのギャップ解消に向けた
課題の把握

インプット・アウトプットとアウトカムとの因果関係の検証
因果関係を裏付けるエビデンスの確認

ロジックモデルによる整理

合理的根 拠に基づく施策立 案（ＥＢＰＭ）

課題解決に必要となる施策の検討

インプット アウトプット アウトカム
・投入する予算
・事業実施の手法
  など

事業活動の実績 事業実施による成果
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③ 行財政改革の不断の推進
　

人口減少社会において限られた職員により計画を着実に実行するためには、県庁のデジタル化や職員
の執務体制の整備、安定した行財政基盤の構築など、行財政改革の推進が必要となります。

AI*・RPA*などデジタル技術の活用を進めて業務効率化を図ることにより、県民への直接的なサービス
提供や企画立案業務といった職員にしかできない業務に注力できる環境を整備するとともに、その基盤と
なる県庁舎等の再整備について検討します。

職員のワークライフバランス向上や業務改善運動の実施などにより職員の生産性を高めるとともに、よ
り効率的な行政運営に向けた働きやすい環境づくりを進めます。

事業の必要性や効果をゼロベースで検証した上で、スクラップ・アンド・ビルド*の徹底により歳出の削減
に取り組むとともに、事業効果を最大化するため選択と集中を進め、特に複数部局が関わる重点事業は部局
の枠を超えて横断的に取り組みます。

④ 国や市町村との連携、様々な主体との協働の推進
　

計画の推進には県のみならず様々な主体の協力・連携が必要です。
国との連携はもちろん、住民に身近な市町村との連携は、今後急速な高齢化や新たな社会への変革に対

応する上でますます重要となります。それぞれ適切な役割分担の下、効果的・効率的で持続可能な行政運
営が行えるよう連携を進めます。

また、行政だけでなく県民、企業などとの連携を積極的に進め、民間が持つノウハウや資源を最大限に
生かすことで、より質の高い行政サービスの実現を図ります。

*AI：Artificial Intelligenceの略。人工的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び当該機能の活用に関する技術。
*RPA：Robotic Process Automationの略。人間がパソコン上で行っているキーボードやマウス等の端末操作を記録して自動化するソフトウェア。
操作ルールが決まっており、人の判断が介在しない業務の効率化に対して有効とされている。

*スクラップ・アンド・ビルド：現在行っている事業を精査して、役割を終えた事業や費用対効果の低い事業等を廃止（スクラップ）して、今の時代に
必要な事業や費用対効果の高い事業を新たに築き上げる（ビルド）こと。

PLAN DO

CHECKACTION

翌年度の予算・組織や事業
実施方法などの検討

計画の実行

施策評価
評価結果に基づく

施策の進め方の見直し

県民満足度
調査等

評価結果の
公表

PDC Aサイクルに基づく施策評価
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